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１．平成 24 年６月期の業績（平成 23 年７月１日～平成 24 年６月 30 日） 
（１）経営成績                                                         （％表示は対前期増減率） 

 売 上 高 営業利益 経常利益 当期純利益 

 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

24 年 ６月期 1,607 444.5 63 ― 62 ― 41 ―
23 年 ６月期 295 △75.6 △230 ― △246 ― △281 ―
 

 
１株当たり 
当期純利益 

潜在株式調整後
１株当たり当期純利

益 

自己資本 
当期純利益率 

総 資 産 
経常利益率 

売 上 高 
営業利益率 

 円   銭 円   銭 ％ ％ ％

24 年 ６月期 384.65 358.03 63.5 21.5 4.0
23 年 ６月期 △4,857.22 ― △230.1 △65.1 △77.9

（参考）持分法投資損益    24 年６月期 －百万円  23 年 ６月期 －百万円 
 
（２）財政状態 

 総 資 産 純 資 産 自己資本比率 １株当たり純資産 

 百万円 百万円 ％ 円   銭

24 年 ６月期 308 87 27.6 797.89
23 年 ６月期 269 46 16.4 413.24

（参考）自己資本       24 年６月期  85 百万円  23 年 ６月期 44 百万円 
 
（３）キャッシュ･フローの状況 

 
営業活動による 

キャッシュ･フロー 
投資活動による 

キャッシュ･フロー
財務活動による 

キャッシュ･フロー 
現金及び現金同等物

期末残高 

 百万円 百万円 百万円 百万円

24 年 ６月期 12 12 △57 35
23 年 ６月期 △173 32 63 67
 
 
２．配当の状況 

年間配当金 
 第１四半期

末 

第２四半期

末 

第３四半期

末 
期 末 合 計

配当金総額 
（合計）

配当性向 
純資産 
配当率 

 円   銭 円   銭 円   銭 円   銭 円   銭 百万円 ％ ％

23 年 ６月期 ― 0.00 ― 0.00 0.00 ― ― ―
24 年 ６月期 ― 0.00 ― 0.00 0.00 ― ― ―

25 年 ６月期(予想) ― 0.00 ― 0.00 0.00    ― 
 
 



                         

３．平成 25 年６月期の業績予想（平成 24 年７月１日～平成 25 年６月 30 日） 
                                                                     （％表示は、通期は対前期増減率） 

 売 上 高 営業利益 経常利益 当期純利益 
１株当たり 
当期純利益 

 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円   銭

通  期 1,474 △8.3 88 38.9 110 77.2 110 168.7 1,033.63

 
 
※ 注記事項 

（１）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示 
① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 ：無 
② ①以外会計方針の変更 ：無 

  ③ 会計上の見積りの変更           ：無 
  ④ 修正再表示                ：無 
 
（２）発行済株式数（普通株式） 

① 期末発行済株式数(自己株式を含む) 24 年６月期 106,956 株 23 年６月期 106,956 株

② 期末自己株式数 24 年６月期 338 株 23 年６月期 338 株

③ 期中平均株式数 24 年６月期 106,618 株 23 年６月期 57,987 株

 

 

※ 監査手続の実施状況に関する表示 
 この決算短信は、金融商品取引法に基づく監査手続の対象外であり、この決算短信の開示時点において、金融商品取引

法に基づく財務諸表の監査手続は完了しておりません。 

 

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断す

る一定の前提に基づいており、実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想の前提となる

条件及び業績予想のご利用にあたっての注意事項等については、添付資料１～２ページ「経営成績に関する分析」をご覧

ください。 
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１. 経営成績  

(１) 経営成績に関する分析 

  ① 当期の経営成績 

当事業年度におけるわが国経済は、東日本大震災の影響による景気減速からは持ち直してまいりまし

たが、欧州の財政危機や円高の長期化により、景気の先行きは不透明な状況で推移してまいりました。 

このような市場環境の中、当社は前事業年度に従来の基幹事業であった半導体事業を凍結し、基幹事

業をＬＥＤ照明機器販売事業に転換して本格的な事業展開を推し進めてまいりました。本事業は、前事

業年度においては当初の予定より大幅に出遅れはしましたが、当事業年度におきましては、株式会社ヤ

マダ電機新規店舗のＬＥＤ照明導入における大型受注および同社が展開する「あかりレンタル事業」へ

の協力拡大と本格的に動きだしました。 

この結果、売上高 1,607,958 千円（前事業年度比 444.5％増）、営業利益 63,594 千円（前事業年度は

230,145 千円の損失）、経常利益 62,204 千円（前事業年度は 246,321 千円の損失）、当期純利益 41,010

千円（前事業年度は 281,655 千円の損失）となりました。 

なお、当事業年度におけるセグメントは、平成 23 年２月末日をもって半導体事業の凍結を行ったこ

とにより、現在ＬＥＤ照明機器販売事業のみの単一セグメントとなっております。当該事業の前年対比

は、売上高：1,607,958 千円（前事業年度売上高：222,752 千円 前事業年度期比 621.9％増）となりま

した。 

 

② 次期の見通し 

今後の見通しにつきましては、国内外の景気が不透明な状況は引き続き継続する見通しではあるもの

の、当社の主要事業である事業者向けＬＥＤ照明機器販売においては、特に原子力発電所の再稼働問題

や再生エネルギー中心への政策転換の可能性等、中長期的な電力の安定供給体制への懸念から、企業の

節電施策の一環として節電機器導入が加速しており、ＬＥＤ照明機器の需要は今後も拡大が予想されま

す。一方で、市場拡大に伴う競争激化による製品販売単価の下落や利益率の低下傾向など、収益面での

マイナス要素の懸念はあるものの、当社においては、現在、取組みを加速しております公共関連の入札

案件や、工場、展示場などの大型案件への取組み、付随工事案件の取り込みによる収益の積み増しなど、

当社ＬＥＤ照明機器販売事業における受注活動は次期以降も数量ベースでは順調に推移する見通しであ

り、また、競争力向上のために引き続きコスト削減施策を実行することにより、企業体質の強化を図っ

てまいります。 

具体的には下記の施策を講じてまいります。 

（ⅰ）販売費及び一般管理費の大幅な削減 

・運営体制の見直しと営業職給与体系への歩合給導入による人件費の一部変動費化を実施します。 

・大阪事務所を閉鎖し、本社による対応を実施します。 

（ⅱ）収益基盤の拡充 

・提携先や取引先を通じた顧客開拓チャネルの拡充を図ります。 

・付随工事の取り込みなど顧客対応力の強化による収益の上積み施策を実施してまいります。 

（ⅲ）新規事業開発 

・太陽光パネル販売事業への参入を目指し、提携先の選定を開始いたします。 

・提携先の協力を得ながら、事業提携やＭ＆Ａによる自動車関連事業への参入を検討してまいりま 
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す。 

また、平成 23 年６月３日に株式会社ＡＳＫおよび株式会社アールアンドアールと締結いたしました業

務提携契約により、株式会社アールアンドアールが企画し、株式会社ＡＳＫが事業展開する「車検ハン

タ－」システム事業への取組みを検討し期中に開始していくことで合意し、同グループ企業や取引先と

共同して、その販売拡大を進めていく計画でしたが、体制整備を踏まえた収益基盤確立には時間を要す

る可能性が高いとの判断で、現時点では、参入を見合わせております。一方で、株式会社ＡＳＫおよび

株式会社アールアンドアールが得意としている自動車関連産業分野での展開可能性の検討を進めて、新

たな収益源となりえる新規事業開発に取組んでおります。 

 

以上により、次期の業績の見通しといたしましては、売上高 1,474 百万円（前事業年度比 8.3％減）、

営業利益 88 百万円（当事業年度は営業利益 63 百万円）、当期純利益 110 百万円（当事業年度は当期純

利益 41 百万円）を予定しております。 

なお、次期の業績見通しにおいては、新規事業開発に伴う売上等は織り込んでおりません。 

 

 (２) 財政状態に関する分析 

   ①資産、負債及び純資産の状況 

   （流動資産） 

流動資産の残高は、293,026 千円（前事業年度比 54,116 千円増）となりました。その主な要因は、 

ＬＥＤ照明機器販売事業の本格化に伴い売掛金が 142,273 千円増加し、またＬＥＤ商品在庫の減少によ

り商品が 25,026 千円減少した一方で、ＤＣＧシステムズ株式会社に対する未収入金を約定に基づき回

収したことにより未収入金が 26,465 千円減少し、また現金及び預金が 32,608 千円減少したこと等によ

るものであります。 

（固定資産） 

固定資産の残高は、15,719 千円（前事業年度比 14,786 千円減）となりました。その主な要因は、

平成22年９月のＬＥＤ事業譲受に伴い計上したのれん代25,000千円が当事業年度の償却額4,999千

円および減損損失 15,833 千円により減少した一方で、本社事務所移転に伴う差入保証金が 7,337 千

円増加したこと等によるものであります。 

この結果、当事業年度末における総資産は 308,745 千円（前事業年度比 39,330 千円増）となりまし

た。 

（流動負債） 

流動負債の残高は、180,936 千円（前事業年度比 38,319 千円増）となりました。その主な要因は、 

ＬＥＤ照明機器販売事業の本格化に伴い買掛金が 49,676 千円増加した一方で、１年内返済予定の長期

借入金および１年内償還予定の社債の返済ならびに償還額から固定負債からの振替分を差し引いた有

利子負債が 17,030 千円純減したこと等に伴うものであります。 

また、当事業年度末における固定負債の残高は、40,000 千円（前事業年度比 40,000 千円減）とな

りました。その主な要因は、流動負債への振替により社債が 40,000 千円減少したことによるものであ

ります。 

この結果、当事業年度末における負債合計は 220,936 千円（前事業年度比 1,680 千円減）となりま

した。 
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（純資産） 

  純資産の残高は、87,809 千円（前事業年度末比 41,010 千円増）となりました。その主な要因は、当 

期純利益を 41,010 千円計上したことに伴うものです。 

 

② キャッシュ・フローの状況 

当事業年度末における現金および現金同等物は、前事業年度末と比べて 32,608 千円（48.1％）の

減少となりました。 

営業活動によるキャッシュ･フローは、12,340 千円と前事業年度と比べて 186,258 千円（前事業年

度は△173,917 千円）の増加となりました。これは、その他の売上債権の増加 142,273 千円等によっ

て資金が減少したのに対して、税引前当期純利益が 43,450 千円になったことに加えて、仕入債務の

増加 49,676 千円、棚卸資産の減少 25,087 千円およびその他の資産の減少 6,373 千円等により資金が

増加したことによるものです。 

投資活動によるキャッシュ・フローは、12,039 千円と前事業年度と比べて 20,302 千円の減少とな

りました。これは、本社移転による差入保証金等の支出 7,337 千円や無形固定資産の取得による支出

2,100千円があったものの、無形固定資産の売却による収入22,286千円があったことによるものです。 

財務活動によるキャッシュ・フローは、△57,030 千円と前事業年度と比べて 120,877 千円の増加と

なりました。これは、長期借入金の返済による支出 17,030 千円および社債の償還による支出 40,000

千円による資金減少があったことによるものです。 

 

（参考）当社のキャッシュ・フロー指標の推移は次のとおりです。 

 平成20年６月 平成21年６月 平成22年６月 平成23年６月 平成24年６月

自己資本比率（％） 33.1 40.3 41.2 16.4 27.6 

時価ベースの自己資本比率（％） 24.3 19.8 52.8 103.2 135.1 

キャッシュ･フロー対有利子負債

比率（年） 
10.9 6.6 1.1 － 6.5 

インタレスト・カバレッジ・ 

レシオ（倍） 
2.4 6.7 19.1 － 5.0 

 自己資本比率：自己資本／総資産 

 時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産 

 キャッシュ・フロー対有利子負債比率：有利子負債／キャッシュ・フロー 

 インタレスト・カバレッジ・レシオ：営業キャッシュ・フロー／利払い 

 （注１）いずれも財務数値により計算しています。 

 （注２）株式時価総額は自己株式を除く発行済株式総数をベースに計算しています。 

（注３）キャッシュ・フローは、営業キャッシュ・フローを利用しています。 

有利子負債は、貸借対照表に計上されている負債のうち、利子を支払っているすべての負

債を対象としています。また利払いについては、キャッシュ・フロー計算書の利息の支払

額を使用しております。 
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（３）利益配分に関する基本方針および当期・次期の配当 

当社は、株主に対する利益還元の実施を経営の重要課題の一つと認識しております。しかしながら、

従来の主要事業であった半導体事業については当面収益を確保することが見込めないものと判断し、事

業を凍結する一方で、安定的に利益計上を行うためにＬＥＤ照明機器販売事業を中心とする現行事業モ

デルへの変革を実施し、財務基盤の回復に注力するとともに、事業領域の拡大による利益体質の確立を

最優先事項と位置づけております。このため、当期、次期においては累積損失の解消を最優先とし、内

部留保を充実させるために、配当は見送らせて頂く方針でございますが、将来的には経営成績及び財務

状況の改善に応じて、配当等による株主への利益還元を検討していく所存であります。 

 

（４） 事業等のリスク 

当社の事業展開上のリスク要因となる可能性があると考えられる事項で、投資家の判断に重要な影響

を及ぼす事項には、以下のものがあります。 

なお、文章の将来に関する事項は、当事業年度末現在において当社グループが判断したものでありま

す。 

① 中期経営計画の実行可能性について 

当社は、一般販売管理費の大幅な削減、収益基盤の拡充および資金繰りの安定化を柱とする中期経

営計画に基づき、収益力の向上と財務基盤の拡充を図ってまいる所存です。しかしながら、同計画に

おける施策が不冴えに終わった場合には、当社の業績または資金繰りに影響を及ぼす可能性がありま

す。 

 

② 依存度の高い特定顧客からの依存脱却について 

当社は当期において、株式会社ヤマダ電機への売上高の比率が90%となっておりますが、次期におき 

ましては、主たる販売モデルとなっていた同社直営の新規店舗への販売を次期計画には織り込んでお

りません。当社といたしましては、当期半ばより、同社への依存度を低下するために他の大口顧客の

開拓や官公庁入札案件への取組み等の施策を講じており、今後は幅広い顧客への販売を計画しており

ますが、これらの施策が不冴えに終わった場合には、当社の業績に影響を及ぼす可能性があります。 

 

③ 競合について 

当社が主要事業と位置付けているＬＥＤ照明機器販売市場は、その市場規模が急拡大している一方

で、販売に関しましては参入障壁が低く、販売業者の参入が相次いでいることにより価格競争が激化

しております。当社といたしましては、比較的競合関係の緩い高所照明の取り扱い強化等により、価

格競争を極力回避し、利益率の確保に努めてまいる所存でありますが、予想以上の製品価格低下が回

避できない状況となった場合には、当社の業績に影響を及ぼす可能性があります。 

 

④ ＬＥＤ照明機器販売事業の在庫リスク 

     当社は、顧客の様々なニーズに素早く対応するためにも、相応の在庫を保有する必要があります。 

一方、加速度的な技術発展に伴い商品サイクルの短縮や価格競争による在庫商品の陳腐化に伴い、在

庫商品の販売価格が当社の予測と乖離した場合には、当社の業績に影響を及ぼす可能性があります。 
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⑤ ＬＥＤ照明機器販売事業における販売代理店契約について 

    当社は、国内外の優良なＬＥＤ照明商材を製造メーカーおよびその代理店から仕入れて、当社顧客

に販売し、または販売代理店等に卸売りしております。しかしながら、ＬＥＤ照明業界全体での販売

代理店獲得における競争の激化や地域的な偏りなどの理由から、販売代理店契約の解除や脱退などに

伴い、当社の業績に影響が及ぶ可能性があります。 

 また、多数の販売代理店契約の締結により、貸倒リスクが発生する可能性があり、当社の収益に影

響を及ぼす可能性があります。 

    

（５）継続企業の前提に関する重要な事象等 

当社は、前事業年度まで３期連続して営業損失、経常損失及び当期純損失計上していたことにより、

継続企業の前提に関する重要な疑義を生じさせるような状況が存在しておりました。 

当社は、当該状況を解消すべく、経営体制を強化し、LED照明販売機器事業への本格的な事業展開を

図ってまいりました。 

この結果、当事業年度においては営業利益63,594千円、経常利益62,204千円及び当期純利益41,010千

円を計上し、営業キャッシュ・フローもプラスに転じることとなりました。 

当社では、新たに以下の「中期経営計画」を策定し、これらの施策を着実に実行することにより、さ

らに収益力を向上させ、安定的な財務基盤を獲得するための経営改善を推し進めてまいります。 

「中期経営計画」の具体的な内容は下記のとおりであります。 

（ⅰ）販売費及び一般管理費の大幅な削減 

・運営体制の見直しと営業職給与体系への歩合給導入による人件費の一部変動費化を実施します。 

・大阪事務所を閉鎖し、本社による対応を実施します。 

（ⅱ）収益基盤の拡充 

・提携先や取引先を通じた顧客開拓チャネルの拡充を図ります。 

・付随工事の取り込みなど顧客対応力の強化による収益の上積み施策を実施してまいります。 

（ⅲ）新規事業開発 

・太陽光パネル販売事業への参入を目指し、提携先の選定を開始いたします。 

・提携先の協力を得ながら、事業提携やＭ＆Ａによる自動車関連事業への参入を検討してまいりま

す。 

（ⅳ）資金調達施策の実施による財務基盤の拡充と資金繰りの安定化 

・筆頭株主である NR 投資事業組合に対し、すでに付与しております新株予約権の次事業年度内で

の行使を要請してまいります。 

・提携先に対し短期運転資金の借入枠の設定を要請し、内諾を得ております。これにより、資金繰

りの懸念のない事業運営を行ってまいることが可能となっております。 

・取引金融機関との関係正常化に向け、交渉を再開するとともに、必要資金の借入交渉を行ってま

いります。 

これらを総合的に勘案し、当社といたしましては、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような

事象または状況は解消されたものと判断しております。 
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（６）その他 

潜在株式について 

当社は、平成23年６月29日開催の臨時株主総会の特別決議に基づき、ＮＲ投資事業組合に対して新

株予約権を発行しております。この新株予約権の行使期間は平成24年１月１日から平成28年６月30日

となっており、本件新株予約権が行使された場合、１株当たり株式の価値は希薄化する可能性があり

ます。 

なお、平成24年８月14日現在の発行済株式総数は106,956株に対して、本件新株予約権による潜在

株式数は20,000株となっております。 
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２. 企業集団の状況  

(1) 事業の内容 

当社は、ＬＥＤ照明卸売商社としての代理店契約（平成 24 年６月現在 53 社）に基づく、代理店への

卸売および、法人への導入提案や販売部を展開している商社であります。 

以上の事項を事業等系図によって示すと、以下のとおりであります。 

 

[事業系統図] 
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３. 経営方針  

(１) 会社の経営の基本方針 

当社は、常に新しい視点で経営を捉え、新しいビジネススキームを創造することにより企業としての

持続的な発展を遂げ、社会貢献する企業であり続けることを経営理念としており、品質・納期・コスト

改善に関する具体的な問題解決を求めている顧客ニーズに対応できる、より有効なビジネスモデルを常

に追求していくことを経営方針としております。 

 

(２) 目標とする経営指標 

当社は、前々期まで三期連続での赤字計上によって大幅に毀損している株主価値の回復を実現すべく、

積極的な事業展開によって収益基盤の確立、拡大を図っていく方針であります。当社といたしましては、

主要事業を展開しているＬＥＤ照明機器市場は急拡大市場であり、当該市場における存在感向上を目的

として、相応の利益率の確保を前提とした売上高ならびにその伸長率を重視するとともに、その向上に

努めてまいる所存です。 

 

(３) 中長期的な会社の経営戦略 

当社は、設立以来半導体製造に係る装置販売、技術サービス、デバイス設計関連ソフトウェアを主体

とする半導体関連事業に特化した企業でありましたが、当該事業での業績回復の見通しが立たないもの

と判断し、平成 23 年１月 27 日に発表した経営改善計画の通り、事業を一時凍結しております。 

これに伴って、平成22年９月より本格的に参入したＬＥＤ照明機器販売事業を主要事業として、当社

事業基盤の確立を急ぐことを基本戦略とした、企業戦略の転換を図ってまいりました。 

その結果、株式会社ヤマダ電機新規店舗のＬＥＤ照明導入における大型受注および同社の展開してい

るあかりレンタル(*)事業への協力により、ＬＥＤ照明販売事業の拡大へと本格的に動きだしました。 

今後は主要事業であるＬＥＤ照明機器販売事業においては、株式会社ヤマダ電機の法人営業部門のパ

ートナー企業としての地位確立を目指しながら、これに加えて新たな大口顧客の開拓、官公庁における

入札案件の落札等に注力してまいります。他方、ＬＥＤ照明機器の仕入先である株式会社共立電機製作

所が開発した平面型ベース照明の拡販を推進することで、同社との協業体制の強化を図り、市場ニーズ

に合わせた良質な商材の確保に努めております。 

さらに、取扱商材の拡大や異業種への進出等、収益基盤の安定化に資する施策の検討も社内的に開始

しております。 

 

 (*)「あかりレンタル」：ヤマダ電機株式会社グループとの共同事業として展開を進めている倉庫や工場の天井を

中心とした高所に用いられている水銀灯などに代替させる大型 LED 照明機器等のレンタル事業。水銀灯は電力

消費量が特に大きいため、LED 照明への代替による電気料金の削減効果が大きいことから、エンドユーザーは

LED 照明の導入によって削減される電力料金の一部を見合とするレンタル代金を支払う契約を結ぶことにより、

初期導入費用を負担せずに LED 照明を利用することが出来るもの。近時は、設置条件によっては直管型蛍光管

を用いたレンタルスキームで採算に乗るケースも出始めており、高所、一般店舗等、幅広く営業を進めていく

方針。 
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(４) 会社の対処すべき課題 

国内経済の先行きに対する不透明感が継続する一方で、原子力発電所の稼動が大幅に減少している

ことから電力不足に陥ることが懸念されており、さらには企業の節電意識の高まりもあって、当社の主

力製品であるＬＥＤ照明機器の需要が急速に高まっていることも事実であり、当社としてはこれを大き

なビジネスチャンスととらえております。 

一方で、当社はＬＥＤ照明販売事業への主力事業の転換に至る過程において、平成23年１月27日に、

株式会社名古屋証券取引所から「上場会社が実質的な存続会社でないと当取引所が認めた場合」に該当

するとして、平成23年１月27日から平成26年６月30日までの合併等による実質的存続性の喪失に係る猶

予期間入りと定められました。 

 実質的な存続会社でないと判断された場合でも、直ちに上場廃止となるのではなく、猶予期間中に「新

規上場に準じた審査」に適合すると認められた場合には猶予期間入りから解除され当社株式の上場が維

持されることになります。 

 当社といたしましては、ＬＥＤ照明機器販売事業での拡販と新たな環境関連商材の販売、新規事業の

開発を推進し、収益基盤を確立した上で、新規上場に準じた審査に係る申請を行い、審査に適合し、猶

予期間からの解除により上場を維持いたすべく対応いたしてまいります。 

 また、当社は、平成22年６月期（第10期）から平成24年６月期（第12期）第３四半期まで「継続企業

の前提に関する注記」の記載をしておりました。 

 これまで当該状況を解消すべく、販売力の向上とコストの削減により収益力の向上を図ったことに加

え、「１.経営成績 （５）継続企業の前提に関する重要な事象等」に記載の通り、新たに策定した「中

期経営計画」の実行を前提として、当該注記につきましては解消したものと判断いたしましたが、今後

におきましても安定的な収益基盤の確立が重要である状況に変わりはございません。そのために、これ

らの施策を一層強力に推進すべく、「中期経営計画」を着実に実行することによって企業体質の強化を

図るとともに、企業価値向上を実現するためのさらなる収益基盤の拡大を図っていく所存であります。 

その中でも、特に以下の項目を重点課題として確実に実施してまいります。 

 

①ＬＥＤ照明機器販売事業の拡販 

当社は昨年、ＬＥＤ照明機器販売を本格的に開始しており、ようやく収益基盤確立の目処が立ちつつ

ある状況となっておりますが、競合他社の参入も激化していることから、仕入先である株式会社共立電

機製作所との連携を強化し、商品供給体制の確立と商品の差別化を推進するとともに、顧客への共同提

案をスピーディーに実施できる体制を構築してまいります。これに加え、ＬＥＤ照明機器販売時に発生

する付随工事等の取り込みを図り、収益の上積みを目指していく所存であります。 

②新たな環境関連商材の販売 

昨今、国内における太陽光発電事業市場の拡大に伴い、当社に対しても、顧客より太陽光発電関連

商材の取り扱い可能性に関する問い合わせが増加しております。当社といたしましては、新たな商材確

保の観点より、現在、太陽光発電モジュールの販売可能性に関する検討を進めており、収益拡大に資す

ると判断した場合には、当該事業に積極的に参入してまいる所存であります。 

③新規事業の開発 

業務提携先である株式会社ＡＳＫ及び株式会社アールアンドアールの支援を得ながら、両社が得意

とする自動車関連産業分野での新規事業開発を推進してまいります。また、新規事業開発に際し、早期 
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の事業立ち上げに資すると判断すれば、事業譲受等を含めたＭ＆Ａの検討も行ってまいります。 
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４.財務諸表
（１）貸借対照表

（単位：千円）

前事業年度
(平成23年６月30日)

当事業年度
(平成24年６月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 104,741 ※1  72,133

売掛金 53,707 195,981

商品 39,737 14,711

貯蔵品 424 363

前払費用 4,311 5,579

未収入金 29,040 2,575

未収消費税等 5,447 －

立替金 － 4,261

その他 2,298 25

貸倒引当金 △800 △2,604

流動資産合計 238,910 293,026

固定資産

有形固定資産

建物 － 622

減価償却累計額 － △51

建物（純額） － 570

車両運搬具 857 857

減価償却累計額 △71 △857

車両運搬具（純額） 785 －

工具、器具及び備品 6,077 6,112

減価償却累計額 △5,060 △5,456

工具、器具及び備品（純額） 1,016 655

有形固定資産合計 1,802 1,226

無形固定資産

のれん 20,833 －

ソフトウエア 3,131 4,240

無形固定資産合計 23,964 4,240

投資その他の資産

関係会社株式 0 －

長期前払費用 3,375 1,552

差入保証金 1,362 8,699

その他 0 0

投資その他の資産合計 4,737 10,252

固定資産合計 30,505 15,719

資産合計 269,415 308,745
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（単位：千円）

前事業年度
(平成23年６月30日)

当事業年度
(平成24年６月30日)

負債の部

流動負債

買掛金 53,122 102,799

1年内返済予定の長期借入金 17,030 －

1年内償還予定の社債 40,000 ※1  40,000

未払金 16,577 13,404

未払費用 9,265 6,769

未払法人税等 5,460 4,832

未払消費税等 － 11,107

前受金 － 1,411

預り金 964 611

その他 196 －

流動負債合計 142,617 180,936

固定負債

社債 80,000 ※1  40,000

固定負債合計 80,000 40,000

負債合計 222,617 220,936

純資産の部

株主資本

資本金 211,548 211,548

資本剰余金

資本準備金 205,448 205,448

その他資本剰余金 650,555 650,555

資本剰余金合計 856,003 856,003

利益剰余金

その他利益剰余金

繰越利益剰余金 △987,268 △946,257

利益剰余金合計 △987,268 △946,257

自己株式 △36,225 △36,225

株主資本合計 44,058 85,069

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 － －

評価・換算差額等合計 － －

新株予約権 2,740 2,740

純資産合計 46,798 87,809

負債純資産合計 269,415 308,745
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（２）損益計算書
（単位：千円）

前事業年度
(自 平成22年７月１日
至 平成23年６月30日）

当事業年度
(自 平成23年７月１日
至 平成24年６月30日）

売上高

商品売上高 248,223 1,607,958

テクニカル売上高 ※3  47,110 －

売上高合計 295,334 1,607,958

売上原価

商品売上原価

商品期首たな卸高 4,376 39,905

当期商品仕入高 235,675 1,288,455

合計 240,052 1,328,361

他勘定振替高 ※1  5,071 ※1  242

商品期末たな卸高 39,737 51,999

商品評価損 242 17,229

商品売上原価 195,485 1,293,349

テクニカル売上原価 ※3  45,367 －

売上原価合計 240,852 1,293,349

売上総利益合計 54,481 314,608

販売費及び一般管理費 ※2  284,627 ※2  251,014

営業利益又は営業損失（△） △230,145 63,594

営業外収益

受取利息 73 15

受取配当金 7 －

受取賃貸料 ※3  5,376 1,571

為替差益 － 40

関係会社株式売却益 － 147

雑収入 716 1,537

営業外収益合計 6,172 3,312

営業外費用

支払利息 853 1,071

社債利息 1,774 1,257

為替差損 7,285 －

支払手数料 7,493 －

支払保証料 1,718 1,654

貸倒損失 1,182 －

リース解約損 － 493

雑損失 2,040 226

営業外費用合計 22,348 4,702

経常利益又は経常損失（△） △246,321 62,204

特別利益

製品保証引当金戻入額 752 －

特別利益合計 752 －
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（単位：千円）

前事業年度
(自 平成22年７月１日
至 平成23年６月30日）

当事業年度
(自 平成23年７月１日
至 平成24年６月30日）

特別損失

減損損失 ※4  10,579 ※4  15,848

関係会社株式評価損 12,761 －

本社移転費用 － 2,905

事業整理損 8,485 －

特別損失合計 31,826 18,753

税引前当期純利益又は税引前当期純損失（△） △277,395 43,450

法人税、住民税及び事業税 4,260 2,440

法人税等合計 4,260 2,440

当期純利益又は当期純損失（△） △281,655 41,010
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（３）株主資本等変動計算書
(単位：千円)

前事業年度
(自 平成22年７月１日
至 平成23年６月30日)

当事業年度
(自 平成23年７月１日
至 平成24年６月30日)

株主資本

資本金

当期首残高 149,055 211,548

当期変動額

新株の発行 62,492 －

当期変動額合計 62,492 －

当期末残高 211,548 211,548

資本剰余金

資本準備金

当期首残高 142,955 205,448

当期変動額

新株の発行 62,492 －

当期変動額合計 62,492 －

当期末残高 205,448 205,448

その他資本剰余金

当期首残高 650,555 650,555

当期末残高 650,555 650,555

資本剰余金合計

当期首残高 793,510 856,003

当期変動額

新株の発行 62,492 －

当期変動額合計 62,492 －

当期末残高 856,003 856,003

利益剰余金

その他利益剰余金

繰越利益剰余金

当期首残高 △705,612 △987,268

当期変動額

当期純利益 △281,655 41,010

当期変動額合計 △281,655 41,010

当期末残高 △987,268 △946,257

利益剰余金合計

当期首残高 △705,612 △987,268

当期変動額

当期純損失（△） △281,655 41,010

当期変動額合計 △281,655 41,010

当期末残高 △987,268 △946,257

自己株式

当期首残高 △36,225 △36,225

当期末残高 △36,225 △36,225
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(単位：千円)

前事業年度
(自 平成22年７月１日
至 平成23年６月30日)

当事業年度
(自 平成23年７月１日
至 平成24年６月30日)

株主資本合計

当期首残高 200,728 44,058

当期変動額

新株の発行 124,985 －

当期純利益又は当期純損失（△） △281,655 41,010

当期変動額合計 △156,670 41,010

当期末残高 44,058 85,069

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金

当期首残高 37 －

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △37 －

当期変動額合計 △37 －

当期末残高 － －

新株予約権

当期首残高 － 2,740

当期変動額

新株予約権の発行 2,740 －

当期変動額合計 2,740 －

当期末残高 2,740 2,740

純資産合計

当期首残高 200,766 46,798

当期変動額

新株の発行 124,985 －

当期純利益又は当期純損失（△） △281,655 41,010

新株予約権の発行 2,740 －

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △37 －

当期変動額合計 △153,967 41,010

当期末残高 46,798 87,809
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（４）キャッシュ・フロー計算書
（単位：千円）

前事業年度
（自 平成22年７月１日
至 平成23年６月30日）

当事業年度
（自 平成23年７月１日
至 平成24年６月30日）

営業活動によるキャッシュ・フロー

税引前当期純利益又は税引前当期純損失（△） △277,395 43,450

減価償却費 4,650 2,509

減損損失 10,579 15,848

のれん償却額 4,166 4,999

長期前払費用の増減額（△は増加） 942 1,822

差入保証金償却額 1,333 －

製品保証引当金の増減額（△は減少） △3,301 －

貸倒引当金の増減額（△は減少） 800 1,804

受取利息及び受取配当金 △80 △15

為替差損益（△は益） 9,188 △40

支払利息 2,628 2,329

事業整理損失 1,304 －

関係会社株式評価損 12,761 －

関係会社株式売却損益（△は益） － △147

売上債権の増減額（△は増加） △23,827 △142,273

たな卸資産の増減額（△は増加） 1,058 25,087

その他の資産の増減額（△は増加） 82,662 6,373

仕入債務の増減額（△は減少） 36,309 49,676

未払費用の増減額（△は減少） 2,669 △2,357

その他の負債の増減額（△は減少） △38,849 9,462

その他 3,296 －

小計 △169,102 18,530

利息及び配当金の受取額 125 12

利息の支払額 △3,040 △2,468

法人税等の支払額 △1,899 △3,733

営業活動によるキャッシュ・フロー △173,917 12,340

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △61,000 △36,000

定期預金の払戻による収入 33,000 36,000

長期預金の解約による収入 50,000 －

有形固定資産の取得による支出 △198 △957

有形固定資産の売却による収入 9,099 －

無形固定資産の取得による支出 △3,600 △2,100

無形固定資産の売却による収入 32,394 22,286

のれんの取得による支出 △25,000 －

投資有価証券の売却による収入 211 －

関係会社株式の売却による収入 － 148

差入保証金の差入による支出 △2,565 △7,337

投資活動によるキャッシュ・フロー 32,342 12,039
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（単位：千円）

前事業年度
（自 平成22年７月１日
至 平成23年６月30日）

当事業年度
（自 平成23年７月１日
至 平成24年６月30日）

財務活動によるキャッシュ・フロー

長期借入金の返済による支出 △23,878 △17,030

社債の償還による支出 △40,000 △40,000

株式の発行による収入 124,985 －

新株予約権の発行による収入 2,740 －

財務活動によるキャッシュ・フロー 63,847 △57,030

現金及び現金同等物に係る換算差額 △9,188 40

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △86,916 △32,608

現金及び現金同等物の期首残高 154,658 67,741

現金及び現金同等物の期末残高 ※  67,741 ※  35,133
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株式会社ノア（3383） 平成 24 年６月期 決算短信 

 

（５） 継続企業の前提に関する注記 

  該当事項はありません。 

 

 (６) 重要な会計方針 

① 有価証券の評価基準及び評価方法 

 （その他有価証券） 

     時価のないもの 

     移動平均法による原価法 

 

② たな卸資産の評価基準及び評価方法 

  通常の販売目的で保有するための卸資産 

   評価基準は原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法） 

   （商品） 

     総平均法 

   （貯蔵品） 

     最終仕入原価法 

    

③ 固定資産の減価償却の方法 

(有形固定資産) 

定率法によっております。 

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。 

車両運搬具 ２年 

工具、器具及び備品 ３～10年 

 

（無形固定資産） 

定額法によっております。 

なお、のれんについては、取得後５年で償却しております。 

また、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法

によっております。 

 

④ 引当金の計上基準 

(貸倒引当金) 

 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等

特定の債権について個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。 

 
⑤ キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

手許現金、要求払預金及び取得日から３ヶ月以内に満期日の到来する流動性の高い、容易に換金可

能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない短期投資であります。 
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株式会社ノア（3383） 平成 24 年６月期 決算短信 

 

⑥  その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

（消費税等の会計処理） 

 

消費税及び地方税の会計処理は、税抜方式によっております。 

 
 
 （７）表示方法の変更 

 （損益計算書関係） 

前事業年度において営業外費用の「その他」に含めて表示しておりました「支払保証料」は、営業

外費用の100分の10を超えたため、当事業年度より独立掲記しております。この表示方法を反映させる

ため、前事業年度の財務諸表の組替えを行っております。 

この結果、前事業年度の損益計算書において、「営業外費用」の「雑損失」に表示していた3,759千

円は、「支払保証料」1,718千円、「雑損失」2,040千円として組替えております。 

 

 

（８）追加情報 

（会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準等の適用） 

当事業年度の期首以後に行われる会計上の変更及び過去の誤謬の訂正より、「会計上の変更及び誤謬

の訂正に関する会計基準」（企業会計基準第24号 平成21年12月４日）及び「会計上の変更及び誤謬の

訂正に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第24号 平成21年12月４日）を適用してお

ります。 
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株式会社ノア（3383） 平成 24 年６月期 決算短信 

 

（９） 財務諸表に関する注記事項 

(貸借対照表関係) 

※１.担保資産及び担保付債務 

   担保に供している資産は及び担保付債務は以下のとおりであります。 

担保に供している資産 

 前事業年度          当事業年度  

（平成23年６月30日）     （平成24年６月30日）

   預金                     28,000 千円         28,000 千円 

 

担保付債務 

前事業年度          当事業年度   

（平成23年６月30日）     （平成24年６月30日）

   社債                    120,000 千円         80,000 千円 

（うち、社債）                 80,000 〃           40,000 〃 

   （うち、１年以内償還予定の社債）       40,000 〃           40,000 〃 

 

（損益計算書関係） 

※１. 他勘定振替高の主たるものは、LED 商品をサンプル品として提供したことによる販売促進費への 

替高であります。 

 

※２. 販売費及び一般管理費は次のとおりであります。 

前事業年度          当事業年度   

（平成23年６月30日）     （平成24年６月30日）

 給与手当                    94,690 千円          80,482 千円 

支払手数料                   44,369  〃          29,768  〃 

 役員報酬                    20,525  〃          21,745  〃 

旅費交通費                   14,225  〃          20,732  〃 

法定福利費                  15,732  〃          13,867  〃 

顧問料                       17,246  〃           13,641  〃 

販売費                    55 ％             57.8 ％ 

    一般管理費                  45 〃             42.2 〃 

 
※３. 関係会社に対する取引は、次のとおりであります。 

 前事業年度          当事業年度  

（平成23年６月30日）     （平成24年６月30日）

    テクニカル売上高                            400 千円                        －千円 

    テクニカル売上原価                         15,201千円            －千円 

    受取賃貸料                            150 千円            －千円 
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株式会社ノア（3383） 平成 24 年６月期 決算短信 

 

※４. 減損損失 

当社は、以下の資産グループについて減損損失を計上しました。 

 

前事業年度（自 平成22年７月１日  至 平成23年６月30日） 

用途 種類 場所 

半導体事業関連設備 
建物 

工具、器具及び備品 

横浜テクニカルセンター 

（神奈川県横浜市） 

本社設備等 
工具、器具及び備品 

ソフトウェア 

本社 

（東京都港区） 

 

（資産のグルーピングの方法） 

当社は、原則として、事業用資産については事業を基礎としたプロダクツ単位でグルーピングを

行っております。また、本社設備については、独立したキャッシュ・フローを生み出さないことか

ら共用資産としております。 

 （減損損失の認識に至った経緯） 

半導体事業の事業活動の一時凍結を決定したことに伴い、半導体事業に関連する設備及びこれに

関連する本社設備等を処分による回収可能額まで減額し、当該減少額を減損損失として計上してお

ります。 

（回収可能価額の算定方法） 

回収可能価額は、正味売却可能価額により測定しております。 

（減損損失の金額） 

減損処理額10,579千円を減損損失として特別損失に計上しております 

 

当事業年度（自 平成23年７月１日  至 平成24年６月30日） 

用途 種類 場所 

本社設備等 
工具、器具及び備品 

ソフトウェア 

本社 

（東京都中央区） 

LED 照明機器事業関連 のれん 
本社 

（東京都中央区） 

（資産のグルーピングの方法） 

当社は、原則として、事業用資産については事業を基礎としたプロダクツ単位でグルーピングを行

っております。また、本社設備については、独立したキャッシュ・フローを生み出さないことから共

用資産としております。 

（減損損失の認識に至った経緯） 

当事業年度において、本社移転の意思決定を行い、本社設備等を処分する見込みとなったため、本

社設備等について減損損失を計上しております。 

また、LED 照明機器販売事業に係るのれんは、当初の事業計画において想定していた収益が見込め

なくなったため、減損損失を認識しております。 
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株式会社ノア（3383） 平成 24 年６月期 決算短信 

 

（回収可能価額の算定方法） 

回収可能価額は、本社設備等については、正味売却可能価額により測定しております。 

LED照明機器販売事業に係るのれんについては、保守的に見積りを行い、回収可能価額を零として

おります。 

（減損損失の金額） 

減損処理額15,848千円を減損損失として特別損失に計上しております 

 

 

（株主資本等変動計算書関係） 

前事業年度 （自平成 22 年７月１日 至平成 23 年６月 30 日） 

① 発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 前事業年度末株式

数 
当期増加株式数 当期減少株式数 

当事業年度末株式

数 

発行済株式  

普通株式（注） 50,623 株 56,333 株 ― 106,956 株

自己株式  ― ― ―

普通株式  338 株 ― ― 338 株

（注）普通株式の当期増加株式数 56,333 株は、第三者割当増資の払込を受けたことによるものであります。 

 

② 新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

目的となる株式の数(株） 
会社名等 内訳 目的となる

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 
当事業年度

末 

当事業 
年度末残高
（千円）

提出会社 
第５回新株予約
権 (平成23年６
月30日発行) 

普通株式 ― 20,000 ― 20,000 2,740

合 計 ― ― 20,000 ― 20,000 2,740

(注) １ 目的となる株式の数は、新株予約権が権利行使されたものと仮定した場合における株式数を記

載しております。 

２ 第５回新株予約権の増加は、平成23年６月29日の臨時株主総会決議の基づき発行したことによ

ります。 

３ 第５回新株予約権は、権利行使期間の初日が到来しておりません。 

 

当事業年度 （自平成 23 年７月１日 至平成 24 年６月 30 日） 

① 発行済株式及び自己株式に関する事項 

 当事業年度期首 増加 減少 当事業年度末 

発行済株式  

普通株式  106,956株 ― ― 106,956株

自己株式   ― ― ―

普通株式 ㈱ 338株 ― ― 338株
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② 新株予約権等に関する事項 

目的となる株式の数(株） 

内訳 目的となる
株式の種類 当事業年度

期首 
増加 減少 当事業年度 

年度末 

当事業 
年度末残高
（千円）

第５回新株予約権 (平成23
年６月30日発行) 普通株式 ― 20,000 ― 20,000 2,740

合 計 ― ― 20,000 ― 20,000 2,740

(注) １ 目的となる株式の数は、新株予約権が権利行使されたものと仮定した場合における株式数を記

載しております。 

２ 第５回新株予約権の増加は、平成23年６月29日の臨時株主総会決議の基づき発行したことによ

ります。 

３ 第５回新株予約権は、権利行使期間は平成 24 年１月１日～平成 28 年６月 30 日となります。 

 

（キャッシュ・フロー計算書関係） 

現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は、次のとおり

であります。 

 

前事業年度          当事業年度   
（自 平成22年７月１日   （自 平成23年７月１日 
 至 平成23年６月30日）   至 平成24年６月30日） 

 現金及び預金                 104,741 千円         72,133 千円 

 預入期間が 3ヶ月を超える定期預金        37,000 〃          37,000 〃 

現金及び現金同等物                             67,741 千円          35,133千円 

 

(セグメント情報等） 

 前事業年度 （自平成22年７月１日 至平成23年６月30日） 

（単位：千円） 

報告セグメント 

 
半導体関連 

事業 
LED照明機器 
販売事業 

計 
調整額 

財務諸表 
計上額 
（注1） 

売上高 

 外部顧客への売上高 

 

72,581 

 

222,752 

 

295,334 

 

― 

 

295,334 

セグメント間の内
部売上高又は振替
高計 

― ― ― ― ― 

計 72,581 222,752 295,334 ― 295,334 

セグメント損失（△） △32,292 △197,853 △230,145 ― △230,145 

その他の項目 

 減価償却費 

 のれんの償却額 

 減損損失 

 

1,582 

― 

7,852 

 

3,067 

4,166 

― 

 

4,650 

― 

7,852 

 

― 

― 

2,727 

 

4,650 

4,166 

10,579 
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（注）１．セグメント利益は、損益計算書の営業利益と一致しております。 

 ２．資産については、経営資源の配分の決定及び業績を評価するための検討対象となっていないため、

事業セグメントに配分しておりません。 

 

当事業年度 （自平成23年７月１日 至平成24年６月30日） 

当社は、LED照明機器販売事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。 

 

（関連情報） 

 前事業年度 （自平成22年７月１日 至平成23年６月30日） 

① 製品及びサービスごとの情報 

   セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。 

 

② 地域ごとの情報 

 （1）売上高 

      本邦以外への外部顧客への売上高がないため、記載を省略しております。 

    （2）有形固定資産 

      本邦以外に所在している有形固定資産がないため、該当事項はありません。 

 

③  主要な顧客ごとの情報 

（単位：千円） 

顧客の氏名又は名称 売上高 関連するセグメント名 

株式会社ヤマダ電機 49,054 LED照明機器販売事業 

株式会社デジアイズ 35,437 LED照明機器販売事業 

 

当事業年度 （自平成23年７月１日 至平成24年６月30日） 

① 製品及びサービスごとの情報 

     LED照明機器販売事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。 

 

② 地域ごとの情報 

    （1）売上高 

      本邦以外への外部顧客への売上高がないため、記載を省略しております。 

    （2）有形固定資産 

      本邦以外に所在している有形固定資産がないため、該当事項はありません。 

 

③ 主要な顧客ごとの情報 

（単位：千円） 

顧客の氏名又は名称 売上高 関連するセグメント名 

株式会社ヤマダ電機 1,456,606 LED照明機器販売事業 
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（報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報） 

前事業年度 （自平成22年７月１日 至平成23年６月30日） 

 セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。 

  

当事業年度 （自平成23年７月１日 至平成24年６月30日） 

  LED照明機器販売事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。 

 

（報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報） 

前事業年度 （自平成22年７月１日 至平成23年６月30日） 

（単位：千円） 

報告セグメント 

 
半導体関連事業 

LED照明機器 

販売事業 

調整額 合計 

当期償却額 ― 4,166 ― 4,166 

当期末残高 ― 20,833 ― 20,833 

 

当事業年度 （自平成23年７月１日 至平成24年６月30日） 

LED照明機器販売事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。 

 

（報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報） 

 該当事項はありません。 

 

 

（持分法損益等） 

前事業年度（自平成 22 年７月１日 至平成 23 年６月 30 日） 

  利益基準及び利益剰余金基準からみて重要性の乏しい関連会社であるため、記載を省略しております。 

 

当事業年度（自平成 23 年７月１日 至平成 24 年６月 30 日） 

  利益基準及び利益剰余金基準からみて重要性の乏しい関連会社であるため、記載を省略しております。 
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（１株当たり情報） 

 

前事業年度 
（自 平成22年７月１日 
 至 平成23年６月30日） 

当事業年度    
（自 平成23年７月１日 
 至 平成24年６月30日 

 

１株当たり純資産額 

 

413.24 円 

 

 797.89 円 

1 株当たり当期純利益金額 

または純損失金額(△) 

 

△4,857.22 円 

 

 384.65 円 

潜在株式調整後 

１株当たり当期純利益金額 

 

               ― 

 

 358.83 円 

（注 1）１株当たり当期純損失であるため、記載しておりません。 

 (注 2) １株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下

のとおりであります。 

項  目 
前事業年度 

(自 平成22年７月１日 
至 平成23年６月30日)

当事業年度 
(自 平成23年７月１日 
至 平成24年６月30日)

１株当たり当期純利益金額または純損

失金額（△） 

当期純利益または純損失（△）（千円） △281,655 41,010

普通株式に帰属しない金額（千円）     ―  ― 

普通株式に係る当期純利益または当

期純損失（△）（千円） 
 △281,655 41,010 

普通株式の期中平均株式数（株）  57,987 106,956

   

潜在株式調整後１株当たり当期純利益

金額（円） 
  

 当期純利益調整額（千円）     ― ―

  普通株式増加数（株）     ― 7,927

(うち新株予約権)（株）     ― 7,927

希薄化効果を有しないため、潜在株式

調整後１株当たり当期純利益金額の算

定に含まれなかった潜在株式の概要 

 新株予約権２種類 

 （新株予約権の数 20,040 個）

 第４回新株予約権   40 個

 第５回新株予権  20,000 個

 

―
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（注 2） １株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

項  目 

前事業年度 

(自 平成22年７月１日 

至 平成23年６月30日)

当事業年度 

(自 平成23年７月１日 

至 平成24年６月30日)

純資産の部の合計額（千円）     46,798 87,809

純資産の部の合計額から控除する金額 

（千円） 
2,740 2,740

（うち新株予約権） 2,740 2,740 

普通株式に係る期末の純資産額（千円）     44,058 85,069

１株当たり純資産額の算定に用いられ

た期末の普通株式の数（株） 
    106,618 106,618

 

 

（重要な後発事象） 

  該当事項はありません。 

 

 

（開示の省略） 

リース取引関係、金融商品関係、有価証券関係、デリバティブ取引関係、退職給付関係、ストック・オ

プション等関係、税効果会計関係、企業結合等関係、資産除去債務関係、賃貸等不動産関係、関連当事者

情報に関する注記については、決算短信における開示の必要性が大きくないと考えられるため開示を省略

しております。 
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５ その他 

（１）生産、受注及び販売の状況 

①生産実績 

    該当する事項はありません。 

 

②仕入実績 

   当事業年度における仕入実績は、次のとおりであります。 

 

セグメントの名称 仕入高（千円） 前年同期比（％）

LED照明機器販売事業 1,288,455 510.6

（注）上記の金額には消費税等は含まれておりません。 

 

③受注実績 

該当する事項はありません。 

 

④販売実績 

セグメントの名称 販売高（千円） 前年同期比（％）

LED照明機器販売事業 1,607,958 621.9

（注）1.上記の金額には消費税等は含まれておりません。 

2.主な相手先の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合 

前事業年度 当事業年度 
相手先 

販売高（千円） 割合（％） 販売高（千円） 割合（％） 

株式会社ヤマダ電機 49,054 16.6 1,456,606 90.6

株式会社デジアイズ 35,437 12.0 11,030 0.6

東急ファシリティ株式会社 ― ― 17,152 1.1

株式会社共同技術センター ― ― 16,560 1.0

※上記の金額には消費税等は含まれておりません。 
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